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北大水産業報
25(2)， 138-146. 1974. 

漁船の耐航性について

11. 耐航性の実験システムについて*

川島利兵衛料・天下井清料・稲葉恭人材・松島寛治料・高橋生紳

Experimental Studies on the Seakeeping Qualities of Fishing Boat 

11. An experimental system for a fishing boat in the wind waves at 

Ohnuma Lake by the use of a radio controlled 1Il0del ship 

Rihei KAW且SHIMA，** Kiyoshi AMAGAI，林 YasuhitoINABA，紳

Kanji MATSUSHIMA料 andSusumu TAKAHASHI** 

Abstract 

Here品reexperimental studies on the seakeeping qualitiωof晶 fishingboat. 
The authors have been studying this problem by means of the measuring ship's 
moもion日 in乱 seaw品y乱ndthe statis七ical品n品lysisof th問。 obも晶ineddata for晶full
sc晶leship. 
The ship's motions in a r乱ndomse品晶，restoch乱sticphenomena乱ndiもishard 

to know re品目on品，bly晶bouteverything happening in a r品ndomse晶 Then，i色i自
di伍culもtofind色hefull rule of七hemoもionsin a random sea， becau自ethe first 
reason is the r品ndomnessof自eaw品，yand the second re品目onis the facももhaゐthe
ship's response ch乱racteristic自句もhewaves cannot be known decisively for a full 
scale ship. The晶uもhorsconsidered that there is a discrepancy beもween晶 full
scaleぬipexperiment and晶 shipωwing拘置1kexperiment and the need of岨 in飴r-
mediate method to explainぬerel抗ionbetween the former晶ndthe latter. 
Fromも，hispoinもofview，位1e晶uthorsperformed their experiments by the use 
of a radio controlled model ship with品句leme加，ringsysもemfor the measuring 
ship's motions in the wind w晶，vesat Lake Ohnum品 inthe south・westdistricもof
Hokkaido. 
In this P昭er，the following items品redetailed and discussed from the results 
of the experiments. 
1) The description ofぬeexperiment field in L北eOhnuma 
2) The radio controlled model ship and its body lines 
3) The meωuring sysもemforもheship'自 moもionsin wind w乱，ves
4) The radio飴lemetering自y自白m for the me錦町ingd抗晶
5) The automatic d抗aprocessing system 
6) The method of experimen七組diも'sresults 

緒言

ζの研究は，漁船の耐航性，とくに不規則な波浪中の船体運動に関する実験的研究である。著者ら

* 1974年4月日本水産学会大会で発表
特北海道大学水産学部漁船運用学講座
出品oratory01 Fiahing B，ωt Seama1ω均 ，Faculty 01 Fiaheriea， Hok加iaoU:仰 eraii勿)
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川島ち:漁船の耐航性について II

は，耐航性の研究!L関連して，実船実験を主体とする海洋波の中の船体の6自由度運動を計測し， そ

の計iJllJデータの統計的処理による解析を行なってきた。海洋波中の船の運動は確率現象として取扱わ

れてきたが， その統計的解析結果のみから力学的決定論的な法則性を導き出すζとは極めて困難であ

る。

一方において，一般船舶については耐航性!L関する多くの研究が行なわれている。 乙とにストリッ

プ理論!L基づく，波浪中の船体運動の電子計算機による数値計算はその精度も向上し，適確に船の波

!L対する応答特性を求める方法として実用化されつつある。

しかしながら，耐航性研究において漁船に関するものは梅めて少ない。大洋における漁船の運動が

波浪に影響される ζとが大きいζとは言うまでもない。漁船のこの問題に関する研究について， その

体制の整備も含めてより多くの研究が行なわれる乙とが望まれる。著者らはその必要性を痛感してい

る。

4ち

本研究は，漁船の船型模型船を用いた風波中の自航試験による船体運動の計調，IJ実験を主体としてお

り，漁船の耐航性の研究とその実験システムの確立を目的としている。実験の概要をのべると，実験

は北海道南部，大沼湖において自然の風によって生成発達した波における自航模型船の運動を計測す

る方法によって行なわれた。実験場所は大沼湖北東水深4m以上の水域である。実験船としては96ト

ン型鋼製鮭鱒流網漁船の船型で FRP製4m模型船を用いた。模型船はオートパイロットシステムを

装備しており無線操縦される。模型船において配当:D6自由度運動等の計測を行ない無線テレメ{夕方

式で観測ステーションにデ{タ伝送する。 また実験水域!Lは超音波波高計3台を設置して3点の波高

を同時計測する。乙の運動関係計測データ 11チャンネルと波高デ{タ 3チャンネルの合計 14チャン

ネルの計測データを多重高速データ処理装置による方式でデータ処理する。

本文では乙の実験システムおよび実験方法についてのぺ実験結果の実例を示す。

漁船の耐航性実験システム

北海道大沼湖における波浪中の自航模型船の運動等の計測およびデ{タ伝送処理する一連の実験計

iJllJ処理のためのシステムである。本システムは模型船の制御と運動等および波高計iJIJデータの遠隔テ

レメータリング，およびデータ処理の三つのブロックIとより構成される。次にその機能等を概説する。

模型船におけるシステム 模型船として96トン型鋼製鮭鱒流網漁船の 4mFRP製模型船を使用し

た。模型船における各装置の搭載の概略を図1!L示す。模型船は自航式で電池電源による直流電動機

lとより推進きれる，方向ヲャイロを装備し， 自動操舵装置をもち遠隔操縦装置ょにり速度および舵角

の制御tとより操縦される。

模型船の運動等の計測システム パーチカルジャイロtとより鉛直方向を検出し，ポテンショ方式11::
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Fig. 2. Block diagram for the句lemeteringsystem. 

よって船の横揺れおよび縦揺れを計測する， 同時にサーボ系tとより人工水平面を作り， ζの面上IL三

軸方向の加速度検出器およびレートヲャイロを備えている。 乙れらの装置により船の6自由度運動，

すなわち SURGING，SWAYING， HEAVING， ROLLING， PITCHING，およびYAWINGを計

測してテレメータ装置に入力する。乙の他に推力，推進回転数および舵角を検出しテレメータに入力

できる。乙れらの諸装置の配置を図llL示す。

波高計測システム 波高の計測には超音波パルス伝港時間測定方式による海上霞機株式会社製の

200 KHzパルス巾 0.2msを用いた USW-132型超音波波高計を用いた。波高検出器三台を所定の

実験水域の湖底IL，一辺 5mないし 10m以内の三角形の頂点に設置して有線テレメー夕方式によっ

て観測ステーションに計測データを伝送する。波高の測定範囲は 2mで使用可能水深は 3m以上で

ある。

計測データの伝送シテスム 各計測システムによってえられた測定データはそれぞれ無線，有線テ

レメータによって伝送される。 ζれらは図2のブロック図IL示される。模型船からの計iJ!IJデータは図

21L示される無線テレメー夕方式による 11チャンネルで， FM-FM方式で 169.65MHzの主搬送波

によって観iJ!IJステーションIL伝送される。観iJ!IJステーションlとおいては無線テレメータtとより受信し，

各チャンネルの副搬送波弁別器を通して弁別し増幅し， 計測デ{タはアナログ量として出力士5V，

5K.2負荷および士10mA，20.2負荷の各端子に出力きれる。 11チャンネルのおのおのに対する入力容

量および副搬送波を表11L示す。また超音波波高計の出力は有線テレメー夕方式iとより 0-2Vのアナ

ログ出力となる。乙れらの全チャンネルの出力は多重高速データ処理装置に入力する ζ とができる。

多重高速データ処理システム 模型船の運動等の11チャンネルの計iJ!IJデータおよび3チャンネルの

波高計iJ!IJデータの合計14チャンネルのアナログデータをマルチプレックサを通して A-D変換し，デ

ータ処理装置の本体(CPU)に入力し，データ媒体IL出力処理する。本装置のブロック図を図31L示す。

次に本装置の特徴と処理機能について説明する。

1. データの採取方法。 14チャンネルのデータのサンプリングインターパルは 0.1secを最小とし，

140 -
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川島ら:漁船の耐航性について H 

Table 1. The specificat伽 tfor t恥 tra附 mitter仇putin the telemeter. 

Channel No. Input spec. 

1 土IOv， 150k 
2 土 1v， 35k 
3 土 1v， 35k 
4 土 2.6v， 70k 
5 士 2.6v， 70k 
6 土 2.6v， 70k 
T 土 2.0v， 35k 
8 士 2.0v， 35k 
9 士 2.0v， 35k 
10 士 5.0v，200k 
11 土 5.0v，200k 

Fig. 3. Block diagr晶mfor the dat品 proces-
sing system. 

Sub. car. frequency 

730Hz 
960Hz 
1.3kHz 
1.7kHz 
2.3kHz 
3.0kHz 
3.9kHz 
5.4kHz 
7.35 kHz 
1O.5kHz 
14.5kHz 

最大2.0secまで選択できる。全データを

CPU内のコアメモリーに記憶する。それぞ

れのデータは 1語8ピット (256)として各

チャンネル共に 1000点のデータつまり合計

7kWを集録できる。ただし，データ集録点

数は使用するチャンネル数tとより異なるが，

本装置の CPUのコアは 12kWであるから，

処理プログラムエリヤとして3ないし4kW

を除き他はデータ記憶が可能である。たと

えば7チャンネルで使用すれば，各チャン

ネルの集録点数は 2000点とする乙とができ

る。 また，サンプリングインターパルに関

して， マルチブレックサ (MPX)および

A-D変換器のスルーインターパルレ{トは

25μSIチャンネルである。

2. ブロック図K示される各部の仕様。図311:示されるように， 入力インターフェースとして前置増

幅器アナログマルチブレックサ (MPX)，アナログデヲタル変換器 (A-D変換器)，コントローラー

(RTC) ，セントラルプロセッシンク・ユニット (CPU)および CPUの入出力装置から構成されている。

各部について簡単な仕様あるいは特徴については次のとおりである。

入力インターフエース。デ{タ 1語長が8ピットであるために， 7Jl!J定時のアナログデ{ター入力が

比較的小さい場合，データの読み取りの分解能を上げる必要がある。また波高計の出力のように 0-

2Vの場合には負の加算電圧を加える必要がある。従って次の仕様の前置増幅器を 14チャンネルの計

iJllJデータ出力に用いて MPXK入力する。

1) チャンネル 1-11

2) 

アンプゲイン Xl， X2.5， X5， xl0 

入力インピ{ダンス 2.5K!I以上

出力インピ{ダンス1O!I 以下

精度 1.0% 以下

チャンネル 12-14 

アンプゲイン Xl， X2.5， x5， xl0 

加算電圧 OV，ー0.4V，-0.6V，ー0.8V，

- 141 
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入力インピーダンス 2.5K!l 以上

出カインピーダンス 1O!l 以下

精度 1.0% 以下

アナログ，マルチプレックサ (MPX)

入力電圧 土 10V

入力インピーダンス 100K!l以上

増幅率 1 

切換回路数 16 

切換速度 1.5μS 

安定度 0.05% 以下

アナログ・デイ少タル変換器 (ADC)

入力電圧 土10V

入力インピーダンス 10K!l 

変換語長 S+10ピット 2進

変換精度 土1/2 LSB 

変換速度 15I'S/DATA 

コントローラ-(RTC) CPU Iとより ADCおよびMPX等を制御するために.CPUの制御信号を

変換して ADCおよびMPXIζ送り出す装置である。デ戸タサンプリングのためのインターパルタイ

マーも本装置に含まれている。

セントラルプロセッシングユニット (CPU)中央処理装置である。超小型電子計算機.AI∞MC-5 
を用いた。主記憶コアー上にデ{タを記憶すると共にデータ解析も可能である。またデータ集録の制

御ができる。

CPU関係入出力装置 CPUの入出力装置として，タイプライタ (TTY).CW1型，高速度紙テー

プ読取器 (PTR).CPTR-2型および高速度紙テープせん孔器 (HTP).8単位紙テープ.25字/秒をも

っている。

3. データ処理の内容 デ{タの集録処理方法は次のとおりである。

1) データの紙テープ出カ。 TTYまたは HTPを使用する場合.CPUによるデータ処理プログラ

ムを用いてアナログデータを A-D変換し. MPXを通して CPUの主記憶コアー上Ir.記憶し， 次に

コア上のデータを TTYまたは HTPによって8単位紙テープとして出力する。

3) データの統計数値演算処還。データのオンライン処理である。実験計lJ!IJ時において， テレメー

タされたデ{タを CPUの主記憶コアー上に記憶し，乙のデータについて時系列データ処理をして結

果を TT'{上に出力印字する。

北海道大沼湖におけ~耐航性実験

前記の実験システムによって， 北海道大沼湖において漁船の耐航性実験を行なった。実験システム

の配置.実験方法について説明する。

実験システムの配置実験水域大沼湖の附近を図4I乙示す。図Ir.示した北東水域K実験水域およ

び観測ステーションを選んだ。乙の水域は南南西の風IL対して最大フェッチ約 4kmであり，岸より

の距離が100mをとえると水深 3m以上となっている。

模型船実験計測に用いたのは 96屯型鮭健流網漁船でその船型を図51L示す。模型船内における

諸計測装置，テレメータ送信器およびリモコン装置の配置は図1のとおりである。航走中の模型船を

図'61r.示す。また図7および81L計調IJ装置等の箔載状態を示す。

観測ステーシ置ン 図41L示きれる観測ステ F ションに図91L示される観測用パスを配置した。図

-142 -
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10は観測用パス内である。

波高および風速等の計測 波高検出部を図9F:示す。制御増巾装置は図 10F:示きれる観測用パス

の内部に設置した。実験水域の風速風向の観測は図 llF:示される方式によって行なった。

模型船の位置測定観測ステーション附近において，基準点を決め，基線を決定し， 三角測量の方

法を応用して船位を決定する。模型船の位置は時間経過と共に変化するのでトランシット 2台を用い

て模型船の基準点の方位を同時測定して， その測定時刻と船位から速度およびフルード数を算定する。

図 12I亡トランシットの配置を示す。
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Fig目 6. Photograph ofもhemodel ship. 

Fig. 7. Photograph of the me拙 urmg
apparatus of the ship's motions in 
もhemodel ship l. 

Fig. 8. Phoもographofもhemeasuring 
apparatus of the ship's motions in 
the model ship 2. 

実験の方法 図41<::示きれている実験水域において，主として ssw方向より吹送する風Kよって
湖面に風波が起乙される場合に実験を行なう。本実験では，到来する波の主進行方向に対して，波と

船の相対方向，模型船の速度，状態等をパラメターとして自航実験を繰り返した。実験時の計iJ!lJ項目

は次のとおりである。

1. 三点の波高の同時iJllJ定，一辺を 5m-10mとする三角形の頂点K波高検出器を置いて波高同時

- 144ー
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Fig.9. Photograph of the observation 
s七ation
A: Transducer 
B: Cable 

Fig. 11. Pho七ographfor the me乱sUflng
wind 

Fig. 10. Photograph of the receiver for 
telemetering system 
A: The receiver for telemetering system 
B: The me拙 uringapparatus for waves 

Fig. 12. Photogrゐphforもhemeasuring 
ship's pos比ionby the transits 

測定デ{タを記録し，データ解析によって波高皮甫jスペクト Jレおよび波方向を求める。

2. 模型船の速度 6自由度運動，推力， At角および推進器回転数等の測定，模型船の速さとして
微速B 半速および全速において波浪l己対しては HEAD，BOW， BEAM， QUATERINGおよ

びFOLLOWINGSEAの関係において実験計測を行なった。

実験計測データ処理および解析 データ処理プログラムtとよりオンライン処理ができる。本実験シ

ステムによるデ{タ集録および解析した例を図131C示す。 乙の場合のデータのサンプリング時間間隔

は 0.2secで解析に用いたデータ数は 600f，困，スペクト Jレ分割数は 50とした。
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Fig. 13. Ship's motion spectra. 

結言

ζの研究は，昭和47年， 48年の2年聞にわたって準備し，実験を行なってきた。その結果，模型船

における運動等の計測，データの伝送，波高データの伝送等が，適確に行なわれた ζとが確認できた。

乙の研究において，本実験システムが有効であると評価できる。実験については，自然の造波機構を

利用しているために気象条件等偶然性に左右される面があるとと， また実験水域が制約されているの

で研究の具体的な目的に対応して模型船のスケ{ルを適合する必要がある ζ と等の問題がある。今後

の研究において充分検討する必要がある。なお耐航性実験の成果については次文において報告する。

本研究の実施に当って，自航モデルの作製について船舶技術研究所，運動性能部高石敬史氏の御助

言に深謝する。模型船の資料について構崎造船株式会社造船事業部の御協力K深謝する。

なお，本研究は文部省科学研究費補助金により実施した。
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